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長久手市行政評価票（S票：施策評価票）
施策番号 S32 施策名 生涯学習講座、健康づくり事業の統廃合を含む整理（集約化）

担当部課 くらし文化部生涯学習課 関係部課

第６次総合計画・基本目標 　１　「やってみたい」でつながるまち

行政改革指針・重点課題 　―

法定受託事務の有無

その他（関係計画、要綱等） 社会教育法、第2次長久手市生涯学習基本構想、長久手市文化芸術マスタープラン

施策開始の背景、経緯等 庁内や民間で実施されている講座及び教室について、事業目的や内容が同一のものが実施されている。

（どのような施策なのか）

・事業目的及び内容が同一のものを集約化する。
・民間で実施している類似講座及び教室について、廃止を検討する。

（誰、何を対象にしているか）

生涯学習講座

（対象をどのような状態にしたいか）

講座開講に要する事業費や事務負担を削減する。

Ｒ3年度 Ｒ4年度 Ｒ5年度 中期 長期
（2021） （2022） （2023） （おおよそ3年後） （おおよそ5年後）
成果・実績 成果・目標 成果・目標 成果・目標 成果・目標

費用・実績 費用・見込み 費用・見込み 費用・見込み 費用・見込み
（細々節名） （金額） （細々節名） （金額） （細々節名） （金額） （細々節名） （金額） （細々節名） （金額）

市民参加数・実績 市民参加数・見込み 市民参加数・見込み 市民参加数・見込み 市民参加数・見込み

Ｒ3年度 Ｒ4年度 Ｒ5年度 中期 長期
（2021） （2022） （2023） （おおよそ3年後） （おおよそ5年後）
成果・実績 成果・目標 成果・目標 成果・目標 成果・目標

費用・実績 費用・見込み 費用・見込み 費用・見込み 費用・見込み
（細々節名） （金額） （細々節名） （金額） （細々節名） （金額） （細々節名） （金額） （細々節名） （金額）

市民参加数・実績 市民参加数・見込み 市民参加数・見込み 市民参加数・見込み 市民参加数・見込み

（活動のエピソード、コメント、特記事項など）

・民間事業者が類似講座を実施しているパソコン講座・浴衣着付け講座や、周辺大学が類似講座を実施
している大学連携講座などを廃止した。
・職員以外が主体的に関わって実施する講座については継続して実施した。
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施策に係る取組① 公民館講座

生涯学習講座開講数
12講座
※事業目的及び内容が重複する講座に
ついては見直しを行った。また、R3年度は
公民館が新型コロナウイルス集団ワクチ
ン接種会場となり長期休館したため、講座
数を大幅に減少させることとなった。
※下記市民参加数・実績は、成立した育
成サークルの参加者数を記載している。

生涯学習講座開講数
10講座
※R4年度は公民館が新型コロナウイル
ス集団ワクチン接種会場となり長期休
館する予定であるため、講座数は減少
させたままとなる予定である。

生涯学習講座開講数
20講座

生涯学習講座開講数
20講座

生涯学習講座開講数
20講座

報償費 321千円 報償費 751千円 報償費 751千円 報償費 751千円 報償費 751千円

(延べ) 42 人 (延べ) 20 人 (延べ) 40 人 (延べ) 40 人 (延べ) 40 人

施策に係る取組② アートスクール事業

現行講座２年目
新規受講生３７人

現行講座３年目
新規受講生４２人（予定）

新規講座
新規受講生２４０人（予
定）

新規講座
新規受講生２４０人（予
定）

新規講座
新規受講生２４０人（予
定）

報償費 2,755千円 報償費 3,383千円 報償費 3,383千円 報償費 3,383千円 報償費 3,383千円

委託費 500千円 委託費 500千円 委託費 500千円 委託費 500千円 委託費 500千円

(延べ) 62 人 (延べ) 70 人 (延べ) 150 人 (延べ) 150 人 (延べ) 150 人
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（何をどのような状態に改善したのか、改善が必要なことなど）

・民間事業者が類似講座を実施しているパソコン講座・浴衣着付け講座や、周辺大学が類似講座を実施
している大学連携講座などを廃止した。
・職員以外が主体的に関わって実施する講座については継続して実施した。

(進捗状況や課題など）

講座の一元管理については、部署によって講座を行う趣旨や根拠となる法律が異なるため、どのように整
合性をとっていくかは課題である。

(施策の意図に係る費用対効果の分析、検討、研究の状況など）

見直しを行ったことにより、事業費を削減することができた。

（施策を実施するにあたって今後の方向性、改善点など）

講師（市民）が主体となり実施する講座の満足度の向上を図っていく。
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